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はじめに1

　国連の持続可能な開発目標（SDGs：Sustain-
able Development Goals）が示しているように，
持続可能性の実現は人類の最重要課題である．環
境的な持続可能性を考えるうえで，その影響範囲
の大きさと想定被害の深刻さから鑑みて，気候変
動問題は世界の全地域で総力を挙げて取り組むべ
き課題である．具体的な対策は気候変動の緩和と
適応に大別されるが，適応策で対処すべき問題の
困難さを軽減するために，二酸化炭素（CO2）を
主とする温室効果ガス排出量を究極まで抑制した
脱炭素社会システムに移行する必要がある．気候
変動に関する国際的な枠組（パリ協定）が 2015
年に採択された後，こうした議論は加速している
が，これは近年世界各地で起きている熱波や大型
台風などと無関係ではないだろう．
　自動車交通に起因する CO2 排出量は世界全体
の約 18％を占めており（1），脱炭素化は自動車
産業にとって避けられない必須要求となってい
る．一方，現在進行している道路交通革命の戦略
が CASE（Connected，Autonomous，Shared 
& Service，Electric）である．なかでも電動化と
シェアリングサービスはCO2 排出削減の鍵であり，

その定量効果について研究がなされている．また，
特定の自動運転レベルに関する自動運転車のCO2

排出量についても研究報告が出始めた．
　一方，地球環境負荷は脱炭素化の観点だけで評
価できるものではない．欧州のサーキュラーエコ
ノミーにみられるように，資源循環を経済システ
ムに組み込む動きが本格化している（2）．蓄電池
式電気自動車（以下，電気自動車）について言及
するならば，その普及に伴う金属資源消費の増大
が指摘されている（3）．一般的に，自動車のCASE
戦略に伴い車載用電子機器は増加するため，金属
資源問題や廃棄物問題を考慮する必要がある（4）．
　これまでも自動車の環境負荷評価について多く
の研究が発表されているが，それらの評価条件は
必ずしも同一ではないため，結果の解釈において
誤解を招いている場合が少なくない．そこで本稿
では，自動車の環境負荷評価に関する基本的な考
え方を整理した後，ライフサイクル評価の必要性
を述べる．そして，著者らの研究を中心に自動車
のライフサイクルシミュレーション事例について
紹介し，今後の課題と展望を示す．

自動車の環境負荷評価2

　図 1 に自動車の環境負荷評価の範囲を示す．
Well-to-Tank（WTT）の評価範囲はエネルギー
資源の採掘からエネルギーキャリアの流通（供給）
までである．例えば，ガソリンエンジン自動車（以
下，ガソリン車）であれば原油採掘，ガソリン精製，
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ガソリンスタンドまでのサプライチェーンが含ま
れる．電気自動車であれば，発電種別に応じたエ
ネルギー資源（天然ガスや石炭）の採掘から発電，
送電，配電が含まれる．Tank-to-Wheel（TTW）
の評価範囲は，供給された燃料あるいは電力を貯
蔵したりそれを運動エネルギーに変換したりする
プロセスを対象とする．ガソリン車であればエン
ジンの効率だけでなく，車両効率，すなわち駆動
系の動力伝達までが評価範囲に含まれる．同じく
電気自動車であれば，モータ効率と駆動系の動
力伝達が含まれる．WTT と TTW の評価を合わ
せてWell-to-Wheel（WTW）の評価と呼ぶ（図 1
の横の流れ）．図 1 からわかるように，WTW の
評価は車両に関する資源採掘，素材生産，製造・
組立，修理・メンテナンス，リサイクル・廃棄に
関わる環境負荷を無視していることに注意を要す
る．
　これに対して，製品のフルライフサイクルを通
じた天然資源投入，環境汚染物質排出とそれらに
伴う環境影響を評価する方法論がライフサイクル
アセスメント（LCA：Life Cycle Assessment）（5）

である．LCA は製品使用だけでなく，資源採掘
から廃棄処理に沿った影響まで考える，いわゆる

ライフサイクル思考に基づく方法論であり，図 1
の全範囲を評価範囲とする．LCA の手順は ISO 
14040，ISO 14044 として国際標準規格化され
ている．自動車の LCA 研究は数多く報告されて
おり，近年はCASE戦略に関連した評価事例が増
えている．
　例として，電気自動車を評価する際は，どのよ
うな電源構成を想定するかということが重要であ
る．石炭火力の発電量割合が高い系統電力と，水
力や風力など再生可能エネルギーのそれが高い電
力とでは評価結果に大きな違いが生じる．図 2 は
電源構成の違いを考慮したLCA評価結果である（5）．
電気自動車に搭載するリチウムイオン電池の正極
材として三元系（NCM）を想定した結果を抜粋し
た．石炭火力発電のみで構成された電力を使用し
た場合は，ガソリン車のほうが温室効果ガスの生
涯排出量は小さい．一方，それ以外の電力構成の
場合は，適当な走行距離を経過後に電気自動車の
排出量のほうが小さくなる．例えば，EU 平均の
電力構成を想定した場合，走行 40,000 km 以降
では電気自動車のほうがガソリン車より温室効果
ガス排出が少ない．
　全世界 56 地域の電源構成と移動需要を反映し
たLCA評価では，現時点でも 53 地域で電気自動
車のほうが走行距離あたりの温室効果ガス排出量
は少ない（6）．今後，世界中で電源構成の脱炭素
化が進展していくことを想像するならば，自動車
の電動化が正当な脱炭素ソリューションであるこ
とは明らかである．
　LCA では各プロセスの代表値を用いて製品
ライフサイクルを静的に評価する．これに対し
て，ライフサイクルプロセス間の依存関係を考
慮して物質，エネルギー，さらに金銭フローの
動的過程をモデル化して評価する方法論がライ
フサイクルシミュレーション（LCS：Life Cycle 
Simulation）である（7）（8）．一製品のライフサイ
クルよりも十分に長い評価期間を設定することで，
リユースやリサイクルのような資源循環の効果を
精密に定量化することができる．実世界では，製
品使用中に製品や構成部品の状態が個別に変化し，
状態に応じて次の処理内容を判断する．例えば，
機械部品が摩耗した際，修理するか新品と交換す
るかの判断がこれに相当する．LCSでは製品や部
品の個体の状態変化を確率モデル等で表したうえ

図１ 自動車の環境負荷評価の範囲
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で，プロセス内で個体の状態あるいは状態変化に
応じた処理を施し，次のプロセスに個体を移動さ
せる．以上の動きを離散事象としてモデル化しシ
ミュレーションを実行する．製品や部品の移動を
物質フローとみなして各プロセスに投入される天
然資源（化石燃料，鉱物資源），排出された環境
汚染物質（CO2，NOxなど）を積算する．
　自動車に適用される CASE 関連の技術は多様
化，複雑化している．開発当初は考えていなかっ
た異分野の工業製品と自動車それぞれのライフ
サイクルプロセス間に物質または情報を介した
相互作用が生じて，いわゆる超システム（SoS：
System of Systems）（9）が形成されることがある．
例えば，車載用蓄電池の技術革新によって，交通
システムのみならずエネルギーシステム，通信シ
ステムも巻き込んだビジネスのエコシステムが形
成されつつある．こうした複雑システムは固定化
されず，部分は流動的に変化しており，あるとき
超システム全体の様相が大きく変わる，すなわち
創発的な挙動を生みだすことがある．環境側面か
らは化石燃料や金属資源の消費が気がかりであ
るが，それはライフサイクル思考に基づいて評
価されなければならない．そこで著者らは製品
ライフサイクルシステムが結合した超システム
を結合型ライフサイクルシステムズ（Connected 
Lifecycle Systems）と名づけ，この超システム
に付随する物質フローを動的に評価する LCS 方

法論（LCS4SoS）を提案した（10）．図 3 は自動車
を中心とした超システムのライフサイクルプロセ
スモデル例である．

ライフサイクルシミュレーションの例3

　3. 1　自動運転車
　自動運転車の国内市場を想定して 2035 年まで
の LCS を実施した（11）．まず，SAE が定義した自
動運転レベルに応じて追加装備される電子機器と
材料構成を推定した後，自動運転車のライフサイ
クルモデルを開発した．その際，自動運転による
エコドライブ効果と事故率の減少も考慮している．
自動運転レベルごとの車両普及シナリオとして，
国内見通しに基づく成り行き（BAU：Business 
as Usual）シナリオ，何らかの理由で自動運転車
の普及が行き詰まる停滞シナリオ，2030 年に政
策介入によりレベル 5 の自動運転車への買換え
またはアップグレードを義務づける強制シナリ
オ，を設定した．評価の結果，停滞シナリオでは
2030 年以降 BAU 比で自動車起因 CO2 排出量は
約 10％減少することがわかった．一方，強制シ
ナリオではBAU比で約 20％増加する．この主要
因の一つはレベル 5 における三次元高精度地図
データ送受信による通信量増大である．なお，本
評価はあくまでガソリン車の自動運転化を対象と
しており，電気自動車やシェアリングサービスの
普及は考慮していない．

図３ 超システムのライフサイクルプロセスモデル例（10）
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　3. 2　電気自動車とシェアリングサービス
　自動車シェアリングサービスはカーシェアリ
ングサービスとライドシェアリングサービスの 2
種類に大別される．前者では複数の運転者が車両
を共有し，後者では複数の利用者が移動を共有す
る．特にUberのような相乗りシステムはライド
ヘイリングと呼ばれ，その環境負荷削減効果が注
目されている．
　著者らは電気自動車とシェアリングサービスの
双方が普及する過程を扱うライフサイクルモデル
を開発し，LCS で評価した（12）．人口 40 万人の
国内市街地を想定し，初期値として個人所有の
ガソリン車 20 万台を設定した．「個人所有シナ
リオ」は，ガソリン車の寿命時に再び同種の自動
車に買い替える基準シナリオである．これに対し
て，個人所有からシェアリングサービスに徐々に
移行して，2035 年に完全に置き換わる「ライド
シェアシナリオ」を設定した．移行の際に，個人
所有車とライドシェア車の平均乗車人数の差に応
じて新車生産台数を減ずる処理を行った．また，
2035 年時点で走行車両台数の 25％が電気自動
車であるように普及率を定め，電気自動車のすべ
てはライドシェアリングサービスで使用されると
仮定した．実際には，一定規模の個人所有車が残
ると想像されるが，本シナリオではこうした最終
形は考慮していない．
　図 4 に CO2 排出量の時間推移を示す．基準シ
ナリオにおける排出量は一定水準で推移するが，
ライドシェアシナリオの排出量は 2035 年時点
で基準シナリオと比べて約 34％削減されている．
これは，ライドシェアにおいて発生する迂回路（例
えば顧客を目的地に運ばない迎車）からのCO2 排
出量増大と，新規車両生産台数および市中走行台
数の減少による CO2 排出量削減を総合した結果
である．
　図 5 に銅資源の使用量推移を示す．シェアリ
ングサービス普及に伴う新規生産台数減少により
銅使用量は減少していくが，ある時点から電気自
動車普及の影響が大きくなり，銅使用量は増加傾
向に転じている．これには電気自動車の車両あ
たりの銅使用量がガソリン車のそれと比べて約 6
倍であることが関係している．
　3. 3　電気自動車の蓄電池リユース
　電気自動車の普及に伴い，車載用蓄電池の廃棄

処理が問題になりつつある．一方で，車載用蓄電
池の製造時環境負荷は電気自動車全体の約 40％
を占めている（6）．以上から，廃車後の蓄電池リ
ユースが期待されている．著者らは車載用蓄電池
パックのリユースに注目し，電気自動車とプラグ
インハイブリッド車，家庭用蓄電池，産業用蓄電
池からなるLCSモデルを開発した（13）．
　図 6 は実装したライフサイクルプロセスモデ
ルの概略を示している．電気自動車とプラグイン
ハイブリッド車から家庭用蓄電池システム，産業
用蓄電池システムへの不確実なリユースフローを
定義している．本モデルは図 3 で示した超シス
テムの一部をより詳細にモデル化したものである．

図４ CO2 排出量の時間推移（12）
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図５ 銅資源の使用量推移（12）
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図６ ライフサイクルプロセスモデル（13）
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各リユースフローにおいて回収蓄電池の残存寿命，
性能，価格，取引間隔の値を都度参照し，あらか
じめ定めたルールに従ってリユース可否を自動判
定する．本評価では，残存寿命としてサイクル寿
命，性能として満充電容量の値を用いた．また，
回収した蓄電池パックの分解利用は不可とした．
　以下では，技術ロードマップに従った車載用蓄
電池の性能向上トレンドを反映し，かつリユース
蓄電池価格を新品の 3 分の 1 と設定したリユー
スシナリオの評価結果を紹介する．リユースシナ
リオにおいては，リユース受入側（産業用蓄電池，
家庭用蓄電池）の要求性能は変わらないと仮定し
た．図 7 に 2015〜2045 年の期間中の関与物質
総 量（TMR：Total Material Requirement）（14）

を示す．TMR とは，ある直接的に必要な物質を
得るために必要な直接投入物質量，間接投入物質，
および隠れた物質フローの総和を意味する指標で
ある．貴金属，レアメタルなど鉱石品位の低い金
属を含む製品に対しては TMR による資源評価が
有用である．図 7 は，産業用蓄電池システムに
投入される TMR がリユースによって大きく削減
されることを示している．
　産業用蓄電池システムへのリユース量推移を 
図 8 に示す．プラグインハイブリッド車に搭載
する蓄電池性能は電気自動車のそれよりも低いこ
とから，当初十数年は性能不足のためにリユース
されず，電気自動車からのリユースのみ実施され
る．後半になると電気自動車からの回収蓄電池の
性能が高くなりすぎてリユース困難となり，逆に
プラグインハイブリッド車からの回収蓄電池の性
能が受入要求に適合してそのリユース量が急激に
増えている．回収蓄電池の性能が変化したとして
もリユースを全体として促進するには，例えば，
蓄電池パックにリユース性設計を施した後に蓄電
池パックを分解するプロセスを追加する，あるい
は回収した高性能蓄電池パックの新たな用途を開
発する，等が考えられる．

課題と展望4

　これまで紹介したように，LCSはCASE戦略に
関連する将来シナリオの評価に有用である．一方，
残された課題としては以下がある．
　第一に，超システムの特徴をうまく反映するラ
イフサイクルモデリング手法の確立が求められる．

異種製品ライフサイクルシステムから構成される
超システムのシミュレーション方法論（10）は提案
されているが，実装レベルでは創発性など一部の
特徴のモデル化が十分に検証されていない．
　第二は，モデル化の対象範囲やシナリオ設定に
関する課題である．電気自動車など脱炭素オプ
ションの普及ペースは世界的に加速する方向にあ
るが，この背景にはエネルギーインフラの脱炭素
化，強い政治介入，市民全体の意識醸成（世の中
の空気）などが絡んでいる．ライドヘイリングに
ついても世界各地域で利用者が大幅に伸びつつ
あったが，COVID-19 流行後はその需要増加に
陰りが出ている．また，本来ライドシェアリング
の影響は，公共交通機関や自動二輪車，自転車な
ども組み合わされたマルチモーダル系，あるいは，
その使い勝手まで考慮した交通 MaaS（Mobility 
as a Service）の中で考える必要がある．
　著者らは，こうした問題を解く鍵は社会技術シ
ステムや任意のライフサイクルプロセスに特有の
非線形現象にあると考え，これらの非線形現象の
挙動を LCS に反映するハイブリッドシミュレー
ションアーキテクチャを提案している（15）（図 9）．
物質フローや環境負荷を正確に見積もるために，

図７ TMRの比較（13）
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あくまでライフサイクルモデルを中核に位置づけ
る点が重要である．現在，本アーキテクチャに基
づいて，エージェントベーストシミュレーション
で計算したライドシェア車の挙動を LCS に反映
する研究等を展開している（16）．

おわりに5

　LCSの背景および基本的な考え方と，CASE戦
略に関連する LCS 適用例を紹介した．また，今
後の展望として，時間発展していく交通システム
を評価するためのシミュレーションアーキテクチャ
を示した．LCS技術が持続可能な交通システムの
実現の一助になるならば幸いである．
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フェイス

図９ ハイブリッドシミュレーションアーキテクチャの例（15）
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